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◎ 議案補充説明 

（１）議案第 31 号「令和５年度三重県一般会計補正予算（第４号）」（関係分） 

（２）議案第 68 号「令和５年度三重県一般会計補正予算（第５号）」（関係分） 

（３）議案第 41号「令和５年度三重県港湾整備事業特別会計補正予算（第１号）」 

 

１ 会計別総括表                                         （単位：千円） 

区     分 補正前の額 
補 正 額 

（第４号） 

補 正 額 

（第５号） 

補正後の 

予算額 

  一 般 会 計 90,126,946 1,561,055 119,226 91,807,227 

 土 木 費 82,728,119 208,955 119,226 83,056,300 

災害復旧費 7,398,827 1,352,100 －  8,750,927 

  特別会計（港湾整備事業） 154,396 3,897 －  158,293 

合    計 90,281,342 1,564,952 119,226 91,965,520 

 

２ 事業別総括表（一般会計）                           （単位：千円） 

 

区     分 補正前の額 
補 正 額 

（第４号） 

補 正 額 

（第５号） 

補正後の 

予算額 

公 

共 

事 

業 

国補公共事業 25,018,583 442,205 －  25,460,788 

直 轄 事 業 14,890,042 △ 850,350 －  14,039,692 

県単公共事業 24,776,024 492,062 －  25,268,086 

小  計 64,684,649 83,917 －  64,768,566 

受託公共事業 1,448,694 △ 277,165 －  1,171,529 

災害復旧事業 7,398,827 1,352,100 －  8,750,927 

計 73,532,170 1,158,852 －  74,691,022 

その他事業（非公共事業） 

（ 非 公 共 事 業） 

一般会計 

16,594,776 402,203 119,226 17,116,205 

合    計 

一般会計 

90,126,946 1,561,055 119,226 91,807,227 
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【国補公共事業：４４２，２０５千円】 

（主なもの） 

 道路事業 ６７２，８２２千円 

  道路維持交付金事業費 ４９０，３０５千円 

 

【直轄事業：△ ８５０，３５０千円】 

（主なもの） 

  直轄道路事業負担金 △ １，０４２，９１３千円 

 

【県単公共事業：４９２，０６２千円】 

（主なもの） 

  地方道路整備（改築）事業費 ２６３，０００千円 

  公共土木施設維持管理費   １６３，６７４千円 

 

【受託公共事業：△ ２７７，１６５千円】 

（主なもの） 

  県単道路改築費 △ １６８，５１０千円 

 

【災害復旧事業：１，３５２，１００千円】 

  令和５年災害土木（建設）復旧費 １，３５２，１００千円 

 

【その他事業：５２１，４２９千円】 

（主なもの） 

  職員人件費 ５８６，２８７千円 
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【債務負担行為】 

一般会計 追加                            （単位：千円） 

事        項 期  間 限 度 額 

３次元点群処理ソフト等調達・保守及びCAD・電子納品支援

ソフト保守業務委託に係る契約 

令和５年度～ 

令和７年度 
10,000 

建設資材価格等調査（実態調査・特別調査）業務委託に係る

契約 

令和５年度～ 

令和６年度 
88,600 

公共土木施設(道路）維持管理事業等（トンネル等の設備に

係る保安管理業務委託等）に係る契約 

令和５年度～ 

令和７年度 
178,800 

公共土木施設（流域分野）維持管理事業（樋門操作委託等）

に係る契約 

令和５年度～ 

令和７年度 
687,250 

ダム事業（堰堤維持等）に係る契約 
令和５年度～ 

令和８年度 
468,800 

令和６年度三重四川連合総合水防演習に係る契約 
令和５年度～ 

令和６年度 
20,000 

港湾施設保安監視業務委託に係る契約 
令和５年度～ 

令和６年度 
70 

津ヨットハーバー臨港道路電気使用に関する覚書 
令和５年度～ 

令和６年度 
350 

津なぎさまち内電気の使用に関する覚書 
令和５年度～ 

令和６年度 
100 

県営住宅の火災共済委託に係る契約 
令和５年度～ 

令和６年度 
6,796 

県営住宅の管理業務に係る契約 
令和５年度～ 

令和６年度 
840 

県単災害土木復旧事業（埋塞対策）に係る契約 
令和５年度～ 

令和６年度 
400,000 

 

一般会計 変更                            （単位：千円） 

事  項 
補正前 補正後 

期間 限度額 期間 限度額 

災害土木（建設）復旧

事業に係る契約 
令和６年度 600,000 令和６年度 1,195,000 
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（４）議案第４５号 

「令和５年度三重県流域下水道事業会計補正予算（第１号）」 

（５）議案第７６号 

「令和５年度三重県流域下水道事業会計補正予算（第２号）」 

 

企業会計（流域下水道事業）総括表                 （単位：千円） 

             補正前の額 
補 正 額 

（第１号） 

補 正 額 

（第２号） 

補正後の 

予算額 

収益的収入 (ｱ) 14,120,626 △6,821    993 14,114,798 

収益的支出 (ｲ) 14,100,486 34,361    1,440 14,136,287 

収益的収支差 

(ｱ)-(ｲ) 
20,140 △41,182   △447 △21,489 

純損益（税抜き） 53,608 △66,346 △370 △13,108 

資本的収入 (ｳ) 11,095,881 △2,045,109 － 9,050,772 

資本的支出 (ｴ) 11,775,519 △2,044,386 － 9,731,133 

  うち、建設改良費 8,749,601 △2,032,389 －  6,717,212 

資本的収支差 

(ｳ)-(ｴ) 
△679,638 △723 － △680,361 

 

【債務負担行為】     

企業会計（流域下水道事業） 追加                  （単位：千円） 

事        項 期  間 限 度 額 

行政事務用機器賃貸借に係る契約 
令和５年度～ 

令和９年度 
9,088 
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◎所管事項 

（１）令和６年度当初予算要求状況について（関係分） 

 

１ 予算要求状況の概要 

 

〔事業別総括表〕                        単位：千円／％ 

 

※ 企業会計（流域下水道事業）欄は、収益的支出および資本的支出の合計を示しています。 

 

令和５年度
当初予算額

令和６年度
当初予算
要　求　額

前年度比

90,123,367 90,675,362 100.6%

73,532,170 73,728,639 100.3%

25,018,583 25,283,279 101.1%

14,890,042 13,785,342 92.6%

24,776,024 25,874,514 104.4%

8,237,633 8,385,112 101.8%

16,134,017 17,127,917 106.2%

404,374 361,485 89.4%

64,684,649 64,943,135 100.4%

1,448,694 2,226,423 153.7%

7,398,827 6,559,081 88.7%

16,591,197 16,946,723 102.1%

82,724,540 84,116,281 101.7%

154,396 128,234 83.1%

154,396 128,234 83.1%

154,396 128,234 83.1%

25,876,005 25,512,180 98.6%

25,876,005 25,512,180 98.6%

116,153,768 116,315,776 100.1%

企業会計　計

　流域下水道事業

合　　　計

非公共事業

特別会計　計

【再掲】土木費　計

災害復旧事業

港湾整備事業特別会計

非公共事業

県単公共事業

建設

維持

調査等

受託公共事業

一般会計　計

公共事業

　国補公共事業

　直轄事業

（国補公共＋直轄＋県単公共）
小計
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２ 施策別の予算要求状況   

 

〔施策別総括表〕                       単位：千円 

 

 

〔その他の内訳〕                   単位：千円 

 

令和６年度
当初予算
要　求　額

38,092,193

33,405,904

3,429,302

4,823,103

36,565,274

116,315,776

施策番号 施　　策　　名

１－３ 災害に強い県土づくり

１１－１ 道路・港湾整備の推進

総　　　　計

１１－３ 安全で快適な住まいまちづくり

行政運営７ 公共事業推進の支援

その他（他部局主担当分など）

令和６年度
当初予算
要　求　額

21,965

162

26,401,200

39,702

10,102,245

施策番号 施　　策　　名

１－１ 災害対応力の充実・強化

その他 人件費・公債費・交際費など

４－２ 循環型社会の構築

生活環境の保全

人権が尊重される社会づくり

４－４

１２－１
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施策１-３ 災害に強い県土づくり 

（主担当部局：県土整備部） 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和５年度の主な取組 

① 流域治水の推進 

・流域治水の実効性を高め、あらゆる関係者の協働による水害に強い地域づくりの実践に向けて

取り組んでいます。特定都市河川に指定された中村川・波瀬川・赤川において、流域水害対策

計画を策定する流域水害対策協議会を開催しました。また、河川の堆積土砂を 38 万㎥減少

（令和５年度までの累計）させることを目標として河川の堆積土砂撤去を進めるとともに、流水を

阻害している樹木の伐採を進めています。このほか鳥羽河内ダムの本体工事に着手しました。 

② 土砂災害対策の推進 

・土砂災害防止施設の整備について、特に自力避難が困難な方々が利用する要配慮者利用施

設や避難所の保全を進め、１箇所（累計で６箇所）が完了したほか、想定以上に土砂が堆積した

砂防ダムについて、緊急度の高い砂防ダムから堆積土砂の撤去を進めています。また、令和 4

年度に運用を開始した「盛土１１０番」により、引き続き、関係部局と連携して危険な盛土に対す

る監視や指導に取り組んでいます。 

③ 山地災害対策の推進 

・台風等による山地災害からの早期復旧に取り組むとともに、山地災害危険地区の治山施設整

備未着手箇所や荒廃森林において災害の未然防止を図るため、治山事業により施設整備を実

施しています。 

・土砂流出防止等の公益的機能が低下した保安林内の森林整備を進めるとともに、長寿命化計

画に基づき老朽化した治山施設の改修に取り組んでいます。 

④ 高潮・地震・津波対策の推進 

・高潮災害防止のための海岸保全施設の整備や、地震・津波による被害軽減のため、１河川及び

７海岸の堤防、河口部の大型水門４基で耐震対策を推進しています。また、１１河川及び６海岸

の堤防で、粘り強い構造とする施設整備を進めています。 

⑤ 緊急輸送道路等の機能確保 

・災害発生時に対応できる輸送機能を確保するため、緊急輸送道路に架かる橋の落橋及び倒壊

対策を 4０橋で進めています。洪水で橋が流されない対策は 6 橋、道路の土砂崩れ対策は９箇

所で進めています。車両のすれ違いが困難な箇所の道幅の拡幅は 1 箇所で新規事業着手しま

した。 

施策の目標 

（めざす姿） 

河川整備や堆積土砂の撤去に加え、流域全体で水害を軽減させる流域治水プロジェクトが

進んでいます。 

土砂災害から県民の皆さんの生命、財産を守る堰堤等の整備が進み、特に要配慮者利用

施設等の保全が進んでいます。また、盛土災害を防止する通報体制の整備や、山地災害危険

地区における治山施設整備が進んでいます。 

大規模地震発生後の津波等による被害軽減のため、海抜０ｍ地帯等における河川・海岸堤

防や大型水門等の耐震対策が進んでいます。 

災害直後から緊急輸送道路の円滑な通行を確保するため、大規模地震後もすぐに通れる

橋、土砂崩れのない道路等の整備が進んでいます。 

河川監視カメラ等の配備拡充による被災情報の迅速な把握や、新規導入した排水ポンプ車

など初動体制が強化されています。 

定期点検に基づく適切なメンテナンスにより、災害時・平常時を問わずインフラの機能が確

保されています。 
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⑥ インフラ危機管理体制の強化 

・道路・河川監視カメラ、水位計等の配備拡充を進めるとともに、土砂災害情報提供システムにつ

いて県広報番組などを活用して県民への周知を図っています。 

・ドローン活用により把握した現場の被災状況を、本庁及び国等関係機関がオンラインで情報共

有するなど迅速に初動する訓練や、大規模災害発生時における建設事務所の初動体制を確保

する訓練を行っています。また、今年度新たに導入する排水ポンプ車の操作訓練などを実施し

ます。 

⑦ インフラの老朽化対策の推進 

・定期点検・長寿命化計画に基づく適切なインフラメンテナンスを進めています。道路施設につい

ては、定期点検の結果により早期措置段階と診断された橋梁・トンネルなど 100 施設で修繕を

進めています。 

 

２．KPI（重要業績評価指標）の状況 

ＫＰＩの項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 
５年度 
の評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

河川の流れを阻害する堆積土砂の堆積量（累計） ① 

－ 
249万㎥ 

(△21万㎥) 
232万㎥ 

(△38万㎥) 
－ 

215万㎥ 
(△55万㎥) 

－ 
185万㎥ 

(△85万㎥) 
－ 

270万㎥ 
245万㎥ 

(△25万㎥) 
－ － － － 

要配慮者利用施設および避難所を保全する施設の整備率 ② 

－ 10％ 20％ 
－ 

23％ － 63％ 
－ 

－ 17％ － － － － 

市町ハザードマップへの高潮浸水想定区域情報の掲載率 ④ 

－ 54％ 72％ 
－ 

90%  － 100％ 
－ 

45％ 63％ － － － － 

大規模地震でも壊れない補強された橋の割合 ⑤ 

－ 92％ 94％ 
－ 

95% － 100％ 
－ 

91％ 93％ － － － － 

被災箇所を早期発見し、初動を迅速化する体制の構築 ⑥ 

－ 

道路カメラ 
設置率 58％ 
河川カメラ 
設置率 54％ 
ｺﾝﾄﾛｰﾙﾙｰﾑ

設置 

道路カメラ 
設置率 71％ 
河川カメラ 
設置率 67％ 

－ 

道路カメ

ラ設置率

84％ 

河川カメ

ラ設置率

79％ 

－ 

道路・河川
の重点監視
箇所におけ
る画像情報
の集中監視
体制の完成 

－ 

パトロール
や住民など
からの通報
を中心とす
る情報収集 

道路カメラ 
設置率 58％ 
河川カメラ 
設置率 55％ 
ｺﾝﾄﾛｰﾙﾙｰﾑ

設置 

－ － － － 
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橋梁の修繕完了率 ⑦ 

－ 100％ 100％ 
－ 

100％ － 100％ 
－ 

100％ 100％ － － － － 

 

 

３．令和6年度の課題と取組方向 
基本事業名 
・令和６年度以降に残された課題と対応 

① 流域治水の推進 

・豪雨等が頻発化・激甚化する中で、引き続き河川の堆積土砂撤去や樹木伐採等、浸水被害リ

スクの軽減に向けて「流域治水プロジェクト」を着実に推進するとともに、気候変動をふまえた

河川整備計画の策定などを進めます。特定都市河川の中村川・波瀬川・赤川では、流域水害対

策計画の取組を進めます。また、令和５年度から着手した鳥羽河内ダムについては、令和１０年

度の完成に向けて進捗を図ります。このほか災害復旧事業については、早期完了に向けて取り

組みます。 

② 土砂災害対策の推進 

・土砂災害発生の危険性がある区域で、引き続き土砂災害防止施設の整備を進め、特に自力避

難が困難な方々が利用する要配慮者利用施設や避難所の保全を進めます。また、堆積した土

砂の撤去が必要な砂防ダムが多く残されていることから、今後も継続的に砂防ダムの堆積土砂

撤去を推進します。 

③ 山地災害対策の推進 

・土砂の流出防止や山腹斜面の安定を図るため、台風等による山地災害からの早期復旧や、山

地災害危険地区や荒廃森林における治山施設の整備に取り組みます。 

・森林の土砂流出防止等の公益的機能を発揮させるため、保安林内の森林整備を進めるととも

に、山地災害を未然防止するため、長寿命化計画に基づき、治山施設の老朽化対策に取り組み

ます。 

➃ 高潮・地震・津波対策の推進 

・強い台風による伊勢湾沿岸での高潮や、南海トラフ地震等が想定されるため、 県管理河川・

海岸の耐震、高潮対策を進めます。また、河川・海岸堤防等については、粘り強い構造とする施

設整備を進めます。 

⑤ 緊急輸送道路等の機能確保 

・緊急輸送道路等で大規模災害発生時に被災する恐れのある箇所や、車両のすれ違いが困難

な箇所が残っています。引き続き、大規模災害発生時であっても緊急輸送機能を確保するため

の対策に取り組みます。 

⑥ インフラ危機管理体制の強化 

・被災情報を迅速に把握するため、引き続き、ドローンの活用や、道路・河川監視カメラ、水位計

等の配備拡充に取り組みます。また、現場や関係機関と連携した実動訓練の積み重ねや排水ポ

ンプ車の運用など、初動体制の強化に取り組みます。 

⑦ インフラの老朽化対策の推進 

・災害時・平常時を問わずインフラの機能を確保する必要があるため、引き続き、長寿命化計画

に基づく適切なインフラメンテナンスを行います。 

 

 

４．主な事業  

 

 

 

≪（１）流域治水の推進≫ 

県土整備部 
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①流域治水事業 

   （第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２ 河川改良費）など 

予算額：(R5) ７，６３０，６３４千円 → (R6) ８，０６３，６６０千円 

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

    (R5)11,849,964千円（R４補正含む）→(R6)12,279,990千円（R5補正含む）） 

事業概要：流域全体で行う水災害対策を取りまとめた「流域治水プロジェクト」の取組を進

めます。治水上、重要度の高い河川の改修を重点的に進めることで治水安全度

の向上を図るとともに、大型水門等の耐震対策を進めます。また、鳥羽河内ダム

は、令和 10 年度の完成に向けて進捗を図ります。さらに、気候変動をふまえた

河川整備計画の策定を進めます。  

  

②堆積土砂対策事業 

（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２ 河川改良費）など 

予算額：(R5) ４，２７５，７００千円 → (R6)  ４，６３４，０００千円  

事業概要：河川や砂防えん堤に堆積した土砂の撤去、樹木の伐採を進めます。  

 

≪（２）土砂災害対策の推進≫ 

①土砂災害防止対策事業 

（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ３ 砂防費） 

予算額：(R5) ３，１２８，３４７千円 → （R6) ３，００５，１８３千円  

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)4,319,967千円（R４補正含む）→(R6)4,468,803千円（R5補正含む）） 

事業概要：砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めます。また、土砂災害警

戒区域等の指定について基礎調査を進めます。 

 

≪（４）高潮・地震・津波対策の推進≫ 

①高潮等対策事業 

（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ４ 海岸保全費）など 

予算額：(R5) ２，３５４，８３３千円 → (R6) ２，５５９，５９３千円  

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)3,097,833千円（R４補正含む）→(R6)3,152,593千円（R5補正含む）） 

事業概要：堤防等の高潮・侵食対策、耐震対策、海岸堤防強靱化対策を進めます。 

 

≪（５）緊急輸送道路等の機能確保≫ 

①緊急輸送道路等機能確保事業 

（第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ３ 道路橋りょう新設改良費）など 

予算額：(R5) ７，２３０，５２９千円 → (R6) ７，７５０，７１３千円  

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)９，３４５，７８３千円（R４補正含む）→(R6)9,679,310千円（R5補正含む）） 

事業概要：緊急輸送道路等の橋の耐震・流失対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違

い困難箇所の道幅拡幅を進めます。 
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≪（６）インフラ危機管理体制の強化≫ 

①道路ＤＸ事業 

   （第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ２ 道路橋りょう維持費） 

予算額：(R5) ２７，３００千円 → (R6) ２７，３００千円  

事業概要：平常時や災害時における道路観測体制を拡充するため、道路ＤＸ中期計画に基

づき道路の監視カメラ設置を進めます。 

 

②河川ＤＸ事業 

   （第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２ 河川改良費） 

予算額：(R5) ３１，０００千円 → (R6) ３３，０００千円  

   事業概要：水防活動や住民の適切な避難行動を促すため、河川ＤＸ中期計画に基づき河

川の監視カメラや危機管理型水位計の設置を進めます。 

 

≪（７）インフラの老朽化対策の推進≫ 

①インフラメンテナンス事業 

（第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ２ 道路橋りょう維持費）など 

予算額：(R5) ３，２６４，１９２千円 → (R6) ３，００４，１９２千円 

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)5,665,602千円（R４補正含む）→(R6)4,959,922千円（R5補正含む）） 

事業概要：老朽化が進んでいる道路・河川・海岸・土砂災害防止施設について、長寿命化計

画に基づく計画的な点検や効果的な修繕・更新を行います。 

 

 

 

≪（３）山地災害対策の推進≫ 

①治山事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ７ 治山費） 

予算額：(R5) ３，５３６，１９５千円 → (R6) ３，５２８，５４５千円 

  （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)３，６９３，１９５千円（R４補正含む）→(R6)３，７２７，５４５千円（R5補正含む）） 

事業概要：災害に強い森林づくりに向け、土砂災害の防止を図る治山施設を整備するとと

もに、公益的機能が低下した保安林の整備を進めます。 

 

≪（４）高潮・地震・津波対策の推進≫ 

①海岸保全施設整備事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ３ 農地防災事業費） 

予算額：(R5) ２２７，５００千円 → (R6) ２０２，０００千円 

事業概要：背後の農地や宅地における自然災害の防止を図るため、海岸保全施設の高潮・

侵食対策や耐震対策を進めます。 

 

 

農林水産部 
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施策１1-１ 道路・港湾整備の推進 

（主担当部局：県土整備部） 

 

 

 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和５年度の主な取組 

① 高規格道路および直轄国道の整備促進 

・東海環状自動車道の県境トンネル本体工事着手や中勢バイパスの全線開通など、高規格道路

や直轄国道で整備が進捗しています。 

・令和４年度に新規事業化された鈴鹿亀山道路では、用地調査や道路予備設計などの調査、設

計を進めています。また、名神名阪連絡道路はルート帯の検討など計画の具体化を図り、事業

化に向けて取組を進めています。 

② 県管理道路の整備推進 

・高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークや観光復興

に向けたアクセス道路として、伊勢志摩連絡道路（磯部バイパス L=2.5 ㎞）等の整備を進めて

います。また、車両のすれ違いが困難な箇所の解消など地域ニーズの的確な対応に向けて、県

管理道路の整備を進めています。 

③ 交通拠点の機能強化 

・近鉄四日市駅周辺において、居心地が良く歩きたくなる魅力的なまちなかの実現に向けて、令

和５年６月に中央通り再編基本計画を策定するとともに、バスタ四日市の詳細設計を進めてい

ます。 

・津駅周辺において、津駅東口の魅力あるまちづくりをめざす津駅東口周辺まちづくり懇話会を

設置するなど、まちづくりを踏まえた整備方針の具体化を進めています。また、歩行者の賑わい

や滞留機能の強化を検証するため、栄町公園を利用し面的な賑わいの社会実験を実施しまし

た。 

施策の目標 

（めざす姿） 

高規格道路では、東海環状自動車道の全線開通や、新宮紀宝道路の開通のほか、直轄国

道でも中勢バイパスが全線開通するなど、県内外を貫く南北軸が強化・延伸され、県民の皆さ

んの安全・安心が高まるとともに、地域間の交流・連携が広がり、地域の経済活動が活性化し

ています。 

県管理道路では、磯部バイパスが完成するなど、地域間交流の促進や観光復興に向けた動

きにつながるとともに、未改良道路の拡幅等による混雑解消や生活交通の円滑性の確保が進

んでいます。 

リニアによる交通革新や高速道路ネットワークの進展をふまえ、総合交通ターミナルの整備

を賑わい・防災空間の創出とともに展開しています。 

千葉県八街市の通学路の死傷事故をふまえた交通安全対策が全て完了するとともに、通学

路交通安全プログラムに位置づけられた箇所も概成しています。また、区画線などの道路の着

実な維持管理に取り組むとともに、ＡＩを活用した交通観測体制の拡充により、県民の皆さんが

安全で快適に道路を利用しています。 

街並みに調和した景観や交通安全などの機能に応じた街路樹の剪定や花植え活動などに

より、良好な空間が形成されるとともに、道路施設の脱炭素へ向けた持続的な管理も進んでい

ます。 

港湾では、岸壁や航路等の着実な維持管理により安全な利用を確保するとともに、脱炭素

化や船舶の大型化への対応、クルーズ船寄港誘致など港湾の利活用を促進する官民連携の

プロジェクトが進んでいます。 
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④ 交通安全対策の着実な推進 

・三重県道路交通環境安全推進連絡会議において、安全な道路交通環境の整備を進めるととも

に、通学児童など歩行者の安全確保を図るため、交通安全対策を進めています。 

特に、千葉県八街市の事故をふまえた合同点検に基づく交通安全対策については、今年度の

完了をめざし、16箇所で対策を進めています。 

⑤ 適切な道路の維持管理 

・傷んだ舗装の修繕や、剥離が進行している路面標示の引き直しを計画的に進めています。 

・通学路や交差点など、事故発生の懸念や通行に支障のある箇所について、優先的に道路除草

や雑草抑制対策の取組を進めています。 

・道路施設の利用・管理を効率的かつ効果的にマネジメントするため、AI 等を活用した交通観測

体制の拡充を進めています。 

⑥ 道路空間におけるグリーン化の推進 

・道路の機能に応じた街路樹の剪定に向けて、ガイドラインの作成を進めるとともに、県民の皆さ

んと協働した「みえ花と絆のプロジェクト」などにより、花植え活動を進めています。 

・道路美化ボランティアや道路除草の自治会委託をはじめとする住民参画制度について、より取

り組みやすい制度となるよう見直しを行い、地域と協働した良好な道路空間の形成に向けて取

組を進めています。 

・道路施設の脱炭素化に向け、７箇所のトンネルにおいて照明灯の LED化を進めています。 

⑦ 県管理港湾の機能充実 

・「三重県港湾みらい共創本部」において、津松阪港・尾鷲港・鳥羽港の「港湾の脱炭素化」「林業

や水産業、工業など港湾と連携した地域産業活性化」「港湾と連携した観光活性化」の取組方針

を決定しました。 

・津松阪港および尾鷲港において港湾脱炭素化推進計画（旧ＣＮＰ形成計画）を策定するため、

それぞれの港湾にかかる第一回協議会を今秋に開催し、港湾の脱炭素化に向けた検討を進め

ています。 

 

 

２．KPI（重要業績評価指標）の状況 

ＫＰＩの項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 
５年度 
の評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

中部圏の広域ネットワークを形成する東海環状自動車道の開通 ① 

－ 
用地取得
完了 

県境（三
重県側）
トンネル
本体工事
着手 

－ 

大安 IC～

（仮称）

北勢 IC

間 6.6km

の開通 

－ 

〈 全 線 開
通〉 
県内 23.3km 
全体 153km 

－ 
〈県内〉 
新四日市
JCT～大安
IC間 7.8
ｋｍ 

用地取得
完了 － － － － 

伊勢・志摩地域の交流を促進するネットワーク整備 ② 

－ 

磯部ＢＰ 
事業中 
トンネル 
工事中 

磯部ＢＰ 
事業中 
トンネル 
工事完成 

－ 

磯部ＢＰ 
開通 

伊勢志摩

連絡道路

の全線開

通(20km) 

－ 

磯部ＢＰ 
開通 

伊勢志摩連
絡道路の全
線開通
(20km) 

－ 
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磯部ＢＰ 
事業中 
第２伊勢
道路/鵜方
磯部 BP 
供用済 

磯部ＢＰ 
事業中 
トンネル 
工事中 

－ 

－ － － 

リニアをふまえた総合交通ターミナルの整備 ③ 

－ 

近鉄四日
市・津駅
での社会
実験の実
施 

近鉄四日
市駅での
社会実験
の実施／
津駅周辺
における
整備方針
の具体化
に着手 － 

近鉄四日

市周辺で

のバスタ

事業 

工事着手

／津駅周

辺道路空

間におけ

る歩道拡

張に向け

た設計に

着手 

－ 

県内の総
合 交 通
ターミナ
ル計画の
策定およ
び近鉄四
日市・津
駅での整
備推進 － 

近 鉄 四 日
市 駅 周 辺
で の 事 業
着手/津駅
周 辺 で の
整 備 方 針
の策定 

社会実験
を実施 

－ － － － 

危険な通学路の交通安全対策が完了した割合 ④ 

－ 
94％ 

(215箇所 
/228箇所) 

96％ 
(220箇所 
/228箇所) 

－ 

100％ 
(228箇所 

/228箇所) 
－ 

100％ 
(228箇所 
/228箇所) 

－ 
30％ 

(69箇所  
/228箇所) 

93％ 
(212箇所 
/228箇所) 

－ － － － 

道路区画線の引き直し ⑤ 

－ 

高耐久性
塗料を用
いた白線
のモニタ
リング調
査および
ＡＩを用
いた路面
劣化検知
システム
の試験運
用 

高耐久性
塗料を用
いた白線
のモニタ
リング調
査および
ＡＩを用
いた路面
劣化検知
システム
の運用開
始 

－ 

モニタリ

ング調査

および路

面劣化検

知システ

ムの運用

結果を検

証し、剥

離度Ⅱ以

内の水準

の維持に

向けた運

用方針の

検討開始 

－ 

剥離度Ⅱ
以内の水
準の維持
および白
線の高耐
久化 

－ 
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剥離度Ⅱ以
内の水準の
維持 

モニタリ
ング調査
を実施。
システム
の試験運
用開始 

－ － － － 

トンネル照明のＬＥＤ化によるＣＯ２排出量の削減割合 ⑥ 

－ 

30％削減 
(CO₂排出
量 1,100
ｔ／年) 

32％削減 
(CO₂排出
量 1,080
ｔ/年) 

－ 

34％削減 
(CO₂排出

量 1,060

ｔ/年) 

－ 

40％削減 
(CO₂排出

量 950ｔ/

年) 
－ 

28％削減 
(CO ₂排 出
量 1,150ｔ
/年) 

31％削減 
(CO₂排出
量 1,095
ｔ／年) 

－ － － － 

県民の皆さんとともに進める緑化活動の参加人数（累計） ⑥ 

－ 4,400人 8,900人 
－ 

13,500 人 － 23,000人 
－ 

－ 5,682人 － － － － 

重要港湾の脱炭素化に関する計画の策定 ⑦ 

－ 
関係者調
整 

ＣＮＰ形
成計画策
定に着手 

－ 

港湾脱炭

素化推進

計画（ＣＮ

Ｐ形成計

画）策定 

－ 

ＣＮＰ計
画に基づ
く事業に
一部着手 

－ 

－ 

ヒアリン
グ調査実
施 
取組方針
の整理 

－ － － － 

 
 

３．令和6年度の課題と取組方向  

基本事業名 
・令和６年度以降に残された課題と対応 

① 高規格道路および直轄国道の整備促進 

・人流・物流の円滑化や活性化によって元気な地域づくりを支えるとともに、災害発生時には「命

の道」として重要な役割を果たす近畿自動車道紀勢線をはじめ、新名神高速道路(６車線化)、

東海環状自動車道、紀勢自動車道（４車線化）等の高規格道路や北勢バイパス、鈴鹿四日市道

路等の直轄国道が整備推進されるよう取組を進めます。 

・令和４年度に新規事業化された鈴鹿亀山道路の早期整備や名神名阪連絡道路の事業化に向

けた取組を進めます。 

② 県管理道路の整備推進 

・慢性的な渋滞の発生、激甚化・頻発化する自然災害への備えや安全・安心で円滑な通行の確

保など多くの課題があります。引き続き、幹線道路ネットワークの強化やバイパス等の抜本的な

整備、早期に事業効果を発現できる待避所の設置など柔軟な対応も織り交ぜた道路整備を進

めます。 
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③ 交通拠点の機能強化 

・近鉄四日市駅周辺において、居心地が良く歩きたくなる魅力的なまちなかの実現に向けて、関

係者が連携してバスタ四日市の整備が促進されるよう取組を進めます。 

・県都の顔となる津駅周辺において、道路空間の再編などによる賑わい空間の創出や公共交通

との利便性の向上を図るため、関係機関等と連携しながら、道路空間整備の具体的なイメージ

の検討に着手するなど取組を進めます。また、県道部分については、歩行者の賑わいや滞留機

能の強化に向け、歩道拡張に向けた取組を進めます。 

④ 交通安全対策の着実な推進 

・通学児童等の安全確保が全国的な課題となっているなか、引き続き、通学児童など歩行者等の

安全確保を図るため、スピード感を持って交通安全対策を進めます。 

⑤ 適切な道路の維持管理 

・道路を安全・安心・快適に利用できるよう、老朽化が進行する舗装等の道路施設の修繕や、剥

離が進行する路面標示の引き直しを進めるとともに、交通安全上支障となる箇所の道路除草や

雑草抑制対策を重点的に行います。また、道路施設の利用・管理を効率的かつ効果的にマネジ

メントするため、交通観測体制のさらなる拡充を進めます。 

⑥ 道路空間におけるグリーン化の推進 

・街路樹が持つ良好な景観形成の機能が発揮されるよう、街路樹の樹形管理を地域の特性に応

じて進めるとともに、花植え活動やきめ細かな道路除草を実施し、良好な道路空間の形成を進

めます。 

・道路施設の脱炭素へ向けた持続的な管理を実現するため、トンネル照明灯のＬＥＤ化を計画的

に推進します。 

⑦ 県管理港湾の機能充実 

・令和 5 年度に引き続き港湾脱炭素化推進計画（旧ＣＮＰ推進計画）協議会を開催し、津松阪港

および尾鷲港の港湾脱炭素化推進計画を策定します。 

 

４．主な事業  

≪（１）高規格道路および直轄国道の整備促進≫ 

①直轄道路事業 

  （第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ３ 道路橋りょう新設改良費）  

予算額：(R5) １２，３０１，９１８千円 → (R6) １１，４２１，９１８千円 

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

    (R5)14,578,085千円（R４補正含む）→(R6)14,578,085千円（R5補正含む）） 

事業概要：地方創生、国土強靱化に資する幹線道路ネットワーク構築・機能強化を促進し

ます。  

 

≪（２）県管理道路の整備推進≫  

①道路調査事業（（３）交通拠点の機能強化を含む） 

   （第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 １ 道路橋りょう総務費） 

予算額：(R5) ５２，９５０千円 → (R6) ５３，５５０千円  

事業概要：地域の自立的発展や地域間の連携を支える高規格道路の早期整備や事業化

に向け、調査・検討を進めます。また、津駅周辺において、道路空間の再編に向

けた概略設計等を実施します。 
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②道路改築事業 

（第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ３ 道路橋りょう新設改良費） 

予算額：(R5) ８，９７２，９３７千円 → (R6) ７，９８７，６５３千円 

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)10,457,926千円（R４補正含む）→(R6)9,846,730千円（R5補正含む）） 

事業概要：高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワー

クの拡充を進めるとともに、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めま

す。また、身近な生活道路では車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全

で円滑な交通の確保に向けた整備を進めます。  

 

≪（４）交通安全対策の着実な推進≫ 

①交通安全対策事業 

（第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ２ 道路橋りょう維持費） 

予算額：(R5) １，６４０，７６５千円 → (R6) １，７４４，７１４千円 

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)1,868,115千円（R４補正含む）→(R6)1,767,814千円（R5補正含む）） 

事業概要：通学路交通安全プログラムに基づく対策箇所や事故危険箇所等について、関係

者と連携しながら、着実に対策を進めます。 

 

≪（５）適切な道路の維持管理≫ 

≪（６）道路空間におけるグリーン化の推進≫ 

①道路維持管理事業 

（第８款 土木費 第１項 土木管理費 １ 土木総務費） 

予算額：(R5) ７，５１４，１８６千円 → (R6)8,503,419千円 

事業概要：道路利用者が安全・安心・快適に利用できるよう、老朽化が進行する舗装等の

道路施設の修繕を進めるとともに、交通安全上支障となる箇所の道路除草や雑

草抑制対策を進めます。また、街路樹の樹形管理を地域の特性に応じて進める

とともに、花植え活動等を実施し、良好な道路空間の形成を進めます。 

道路施設の脱炭素化に向けて、トンネル照明灯のＬＥＤ化を計画的に進めます。 

 

≪（７）県管理港湾の機能充実≫ 

①港湾事業 

（第８款 土木費 第４項 港湾費 ２ 港湾建設費）など 

予算額：(R5) ８０８，５００千円 → (R6) ６９８，２００千円 

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

     (R5)881,700千円（R４補正含む）→(R6)850,200千円（R5補正含む）） 

事業概要：港湾施設の定期点検・補修を実施するとともに、岸壁等の老朽化対策を進めま

す。また、鳥羽港（中之郷地区）において岸壁の耐震対策を進めます。 
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施策 11-３ 安全で快適な住まいまちづくり 

（主担当部局：県土整備部） 

※鈴鹿青少年の森は、ネーミングライツにより令和５年２月から『ダイセーフォレストパーク』を
愛称としています。 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和５年度の主な取組 

① コンパクトで賑わいのあるまちづくりの推進 

・市町の立地適正化計画策定やまちづくり関連事業への取組支援のため、市町担当者向け研

修会を開催するとともに、計画策定や事業化に向けた個別相談を実施しています。 

（研修会 ７月：17市町 20名参加。個別相談 ７月：１町実施。８月：１町実施。１０月：１町実施） 

・まちづくりを推進するうえでの防災・減災対策として、緊急輸送道路における電線類の地中化

に 4路線で取り組んでいます。 

・花とみどりに関する取組を総合的かつ計画的に進めるため、基本計画を策定します。 

② 都市基盤整備の推進  

・広域的な集客力強化に資する拠点づくりを進める必要があるため、熊野灘臨海公園における

プールの再整備などを行いました。大仏山公園では、野球場の改修のほか、子どもや子育て世

帯の目線に立った公園づくりを目的に、公園のリニューアル事業の基本計画策定に着手しまし

た。また、北勢中央公園で園路の整備を完了させるとともに、県庁前公園ではＪＡ三重ビルの

建替えと一体になったリニューアル工事を進めています。 

③ 安全・安心な建築物の確保 

・建築物の安全性確保に向けて、特定行政庁の市と連携し、適法な建築物の建築や適正な既存

建築物の維持保全のための取組を進めています。また、良質な宅地水準や立地の適正性を確

保するため、開発許可制度の適確な運用に取り組んでいます。 

・住宅・建築物の耐震化促進のため、耐震診断や耐震改修等に対する支援を行っています。 

④ 安全で快適な住まいづくりの推進 

・活用可能な空き家の改修や危険な空き家の除却に対する支援を行うとともに、空き家の適正

管理等に関するセミナーを開催します。 

・県営住宅の長寿命化工事に取り組むとともに、バリアフリー改修や子育て世帯向けの住戸内

改修を進めています。 

・高齢者等の住宅確保要配慮者の居住支援を推進するため、相談会の開催や支援制度の周

知に取り組んでいます。 

施策の目標 

（めざす姿） 

令和２（２０２０）年度策定の都市計画区域マスタープランに基づき、市町が策定した立地適

正化計画等により、都市機能・居住機能の誘導や災害リスクが高いエリアの土地利用規制が

行われ、災害リスクをふまえたコンパクトで賑わいのあるまちづくりが進んでいます。また緊急

輸送道路における電線類の地中化等の防災・減災対策が進むとともに、地域の個性豊かで魅

力ある景観を生かしたまちづくりが広がっています。 

熊野灘臨海公園におけるプールの再整備などワーケーションの推進に必要な公園整備やダ

イセーフォレストパーク(鈴鹿青少年の森（※）)における Park-PFI 手法などを活用した公園

整備が進み、新たな賑わいを創出する場が整備されています。 

新築建築物等の検査や既存建築物の維持保全の徹底、適確な開発行為の許認可を行うこ

となどにより、安全・安心な建築物および宅地が確保されています。また、住宅・建築物の耐震

化の促進により、地震災害に対するまちの安全性が向上しています。 

空き家の活用や危険空き家の除却が促進され、空き家の増加が抑制されています。また、

県営住宅の計画的な改修や民間賃貸住宅の確保により高齢者や子育て世帯等の居住支援体

制の充実が進んでいます。さらに、省エネルギー性能の高い長期優良住宅が普及しています。 
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２．KPI（重要業績評価指標）の状況 

ＫＰＩの項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 
５年度 
の評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

コンパクトで賑わいのあるまちづくりに取り組む市町の割合 ① 

－ 
40％ 

10市町 
／25市町 

44％ 
11市町 

／25市町 
－ 

48％ 
12市町 

／25市町 
－ 

64％ 
16市町 

／25市町 
－ 

32％ 
8市町 

／25市町 

40％ 
10市町 

／25市町 
－ － － － 

多様なニーズに対応した魅力ある公園づくりに取り組む県営都市公園数 ② 

－ 3公園 4公園 
－ 

5公園 － 5公園 
－ 

2公園 4公園 － － － － 

県と市町が連携して木造住宅の耐震化に取り組む戸数（累計） ③ 

－ 600戸 1,200戸 
－ 

1,800戸 － 3,000戸 
－ 

－ 719戸 － － － － 

県と連携して積極的に空き家対策に取り組む市町の割合 ④ 

－ 
62％ 

18市町 
／29市町 

68％ 
20市町 

／29市町 
－ 

72％ 
21市町 

／29市町 
－ 

82％ 
24市町 

／29市町 
－ 

58％ 
17市町 

／29市町 

68％ 
20市町 

／29市町 
－ － － － 

 

 

３．令和6年度の課題と取組方向 

基本事業名 
・令和６年度以降に残された課題と対応 

① コンパクトで賑わいのあるまちづくりの推進 

・これまでに実施してきた研修会等で、コンパクトで賑わいのあるまちづくりを推進する必要があ 

 ることについて、市町担当者の理解が深まってきています。計画策定には、市町担当者の制度 

へのさらなる理解が必要であることから、個別相談会を設け、各市町の抱える課題を共有し、 

情報提供や助言を行う等、丁寧に支援します。 

・まちづくりを推進するうえでの防災・減災対策として、緊急輸送道路における電線類の地中化

に引き続き取り組みます。 

・「花とみどりの三重づくり基本計画（仮称）」に基づき、関係部局と共に花とみどりの活用推進に

取り組みます。 

② 都市基盤整備の推進 

・熊野灘臨海公園では、プールの跡地を避難場所として高台広場の整備工事に着手します。大

仏山公園では、野球場の改修のほか、子どもや子育て世帯の目線に立った公園づくりを目的

に公園のリニューアル事業の設計に着手します。県庁前公園では、ＪＡ三重ビルの建替えと一

体になったリニューアル工事を引き続き進めます。 
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③ 安全・安心な建築物の確保 

・安全・安心な建築物、宅地の確保を図ることが求められているため、建築基準法や都市計画法

等に基づく許認可において、適確な指導・助言等を行います。 

・地震災害などに対するまちの安全性を確保する必要があるため、住宅・建築物の耐震化等の取

組を進めます。 

④ 安全で快適な住まいづくりの推進 

・増え続ける空き家問題への対処が必要であるため、市町が実施する空き家対策を支援します。

特に、人口減少の社会減対策として移住者の住まいを確保するため、空き家の利活用に係

る市町の取組を支援するとともに、県営住宅の空き住戸を移住者向け住宅として提供しま

す。 

・高齢者や子育て世帯等への居住支援が必要であるため、県営住宅の計画的な改修とニーズ

に応じた整備を行います。また、住宅確保要配慮者への支援制度の周知等の取組を進めま

す。 

 

４．主な事業 

≪（１）コンパクトで賑わいのあるまちづくりの推進≫ 

①都市計画策定事業 

（第８款 土木費 第５項 都市計画費 １ 都市計画総務費）  

予算額：(R5) ６２，２１７千円 → (R6) ６４，０１５千円 

事業概要：コンパクトで賑わいのあるまちづくりを進めるため、立地適正化計画策定や都市

計画決定（変更）の基礎資料となる、人口規模や土地利用等に関する現況およ

び将来の見通しについての基礎調査を行います。また、「花とみどりの三重づく

り基本計画（仮称）」に基づき、啓発活動を行うなど花とみどりの活用を推進しま

す。 

 

②街路事業 

（第８款 土木費 第５項 都市計画費 ３ 街路事業費）  

予算額：(R5) １，１４８，０００千円 → (R6) １，２３２，３０３千円 

    （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

    （Ｒ５）１，１７９，５００千円（Ｒ４補正含む）→（Ｒ６）１，４９４，４６９千円（Ｒ５補正含む）） 

事業概要：「三重県無電柱化推進計画」に基づき、台風や地震による電柱倒壊で甚大な被

害を受けやすい市街地の緊急輸送道路において、電線類の地中化を行うなど、

街路事業による市町のまちづくりを進めます。 

 

≪（２）都市基盤整備の推進≫ 

①都市公園整備事業 

（第８款 土木費 第５項 都市計画費 ４ 公園費） 

予算額：(R5) １，０７９，６２３千円 → (R6) ８４５，４５３千円 

 （参考：国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース 

    （Ｒ５）１，１１８，９７７千円（Ｒ４補正含む）→（Ｒ６）８７２，４５３千円（Ｒ５補正含む）） 

事業概要：子どもや子育て世帯の目線に立った公園整備や、安全安心を確保する老朽化

対策等を推進します。 
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≪（３）安全・安心な建築物の確保≫ 

①建築基準法施行事業 

（第８款 土木費 第１項 土木管理費 ３ 建築指導費） 

予算額：(R5) １０，９４６千円 → (R6) １０，９９０千円 

事業概要：不特定多数の者が利用する既存建築物の適正な維持保全のための指導・助言

を行うとともに、新築建築物等の完了検査など建築基準法の遵守を促します。 

 

②住宅・建築物耐震促進事業 

（第８款 土木費 第６項 住宅費 １ 住宅管理費）など 

予算額：(R5) １５６，６９６千円 → (R6) １８８，９３５千円 

事業概要：木造住宅の耐震診断、耐震改修、除却等を支援するほか、低コストの補強工法

の普及を図るため、設計者や施工者向けの講習会を開催します。また、避難路

沿道建築物の耐震診断や耐震改修等に対する支援を行います。 

 

≪（４）安全で快適な住まいづくりの推進≫ 

①空き家対策支援事業 

（第８款 土木費 第６項 住宅費 １ 住宅管理費） 

予算額：（Ｒ５） ５，０３０千円 → (R6) １１，０２２千円 

事業概要：移住者の住まいを確保するための空き家リフォームや特定空家等の除却を支

援します。また、県民の皆さん等を対象にした空き家の適正管理や活用に係る

セミナーを開催します。 

   

  ②（一部新）公営住宅管理事業 

（第８款 土木費 第６項 住宅費 １ 住宅管理費） 

予算額：（Ｒ５） ６４６，０３５千円 → (R6) ７５２，６１４千円 

事業概要：県営住宅の管理を適切に行うとともに、移住定住を促進するため、県営住宅の

空き住戸を活用し、お試し住宅や定住用住宅を提供します。 

 

 

③公営住宅建設事業 

（第８款 土木費 第６項 住宅費 ２ 住宅建設費） 

予算額：（Ｒ５） ２７２，９９６千円 → (R6) ２７２，９９６千円 

事業概要：既存県営住宅の施設の長寿命化のため、外壁改修および屋上防水改修工事等

を行うとともに、居住性を高めるため、バリアフリー改修や子育て世帯向けの住

戸内の改修工事を行います。 
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行政運営７ 公共事業推進の支援 

（主担当部局：県土整備部） 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和５年度の主な取組 

① 公共事業の適正な執行・管理 

・「三重県公共事業評価審査委員会」で 13 件（10 月末時点）の調査審議を受け、全て適正であ

ると答申を得ています。「三重県入札等監視委員会」では、10 件（10 月末時点）の調査審議を

受け、全て適正と判断されています。今後も各委員会により公共事業の適正な執行に取り組ん

でいきます。 

・次期進行管理システムの令和６年度運用開始に向け、構築業務を計画的に進めています。 

② 公共事業を推進するための体制づくり 

・「第三次三重県建設産業活性化プラン」に基づき、教育機関と建設企業との連携による学校訪

問や出前授業など、担い手の確保に向けた建設業の魅力発信、働き方改革の推進のための週

休二日制工事の定着および市町における導入促進に取り組んでいます。また、生産性向上のた

めの施工時期の平準化、および ICT の適用工種拡大（小規模土工等）を推進しています。さら

に技能者の処遇改善等に向け建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用促進などに取り組ん

でいます。 

・建設業の担い手確保では、県土整備部の若手職員を中心とした「担い手確保支援チーム」によ

り、建設企業とともに若手目線での魅力発信や出前授業等の取組を実施しています。 

・令和６年度以降も引き続き公共事業を推進するため、建設業団体、外部委員会の意見を伺い

ながら、「（仮称）次期三重県建設産業活性化プラン」の策定に取り組んでいます。 

・2024 年問題（時間外労働の上限規制適用）への対応として、特に問題となっている民間建築

工事について、「適正工期の設定」「週休二日制工事の実施」を民間企業（建築確認申請者） へ

周知するよう、建築確認機関に依頼しました。 

③ 受注者への不当要求等の根絶 

・三重県建設工事等不当要求等防止協議会について、全１０地域の地域協議会及び本部協議会

を開催し、不当要求の発生状況等を情報共有しています。 

 

  

行政運営の目標 

 公共事業の実施プロセスの公正性・透明性が確保され、事業を適正かつ着実に実施することに

より、公共事業の成果が県民の皆さんに届き、公共事業への信頼感が向上しています。 

 建設業の魅力発信や働き方改革、建設現場の生産性の向上等を推進することにより、建設業

の担い手確保等につながり、「地域の守り手」である地域の建設企業による社会資本の整備・維

持管理や災害対応等が実施され、県民の皆さんの安全・安心が確保されています。 

 建設工事等の受注者への不当要求等が根絶され、適正な履行環境が確保されています。 
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２．KPI（重要業績評価指標）の状況 

ＫＰＩの項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 
５年度 
の評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

公共事業の適正な執行 ① 

－ 
適正な執
行の継続 

適正な執
行の継続 

－ 

適正な執
行の継続 

－ 
適正な執
行の継続 

－ 

適正に執行 
適正な執
行の継続 

－ － － － 

週休二日制工事（４週８休）の達成率 ② 

－ 60％ 70％ 
－ 

80% － 100％ 
－ 

37％ 77％ － － － － 

ＩＣＴ活用工事（土工）の実施率 ② 

－ 72％ 79％ 
－ 

86% － 100％ 
－ 

65％ 65％ － － － － 

建設工事等の受注者への不当要求等に対する適正な履行環境の確保 ③ 

－ 

適正な履
行環境の
継続的な
確保 

適正な履
行環境の
継続的な
確保 

－ 

適正な履

行環境の

継続的な

確保 

－ 

適正な履
行環境の
継続的な
確保 

－ 

適正な履行
環境を確保 

適正な履
行環境の
継続的な
確保 

－ － － － 

 

３．令和6年度の課題と取組方向  
基本事業名 
・令和６年度以降に残された課題と対応 

① 公共事業の適正な執行・管理 

・公共事業の公平性・透明性を確保するため、公共事業の適正な執行・管理に継続的に取り組む

ことが必要です。引き続き「三重県公共事業評価審査委員会」、「三重県入札等監視委員会」の

調査審議を受け、公共事業の適正な執行に取り組みます。 

・業務の効率化が必要であるため、次期設計積算システムの構築に取り組みます。 

② 公共事業を推進するための体制づくり 

・県民生活に必要不可欠な社会資本の整備・維持修繕はもとより、地域の安全・安心や雇用

の確保など重要な役割を担う地域の建設業が未来に存続できるよう、「（仮称）次期三重県

建設産業活性化プラン」に基づき、教育機関との連携などによる担い手の確保、建設ＤＸ

の普及啓発などによる生産性の向上、週休二日制の定着などによる労働環境の改善に取り

組みます。 

③  受注者への不当要求等の根絶 

・建設工事等の受注者への不当要求等に対して、警察や建設業界などと連携した「三重県

建設工事等不当要求等防止協議会」を積極的に運営し、建設工事の不当要求根絶に取り

組みます。 
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４．主な事業 

≪（１）公共事業の適正な執行・管理≫ 

①公共事業評価制度事業 

（第８款 土木費 第１項 土木管理費 １ 土木総務費） 

予算額：(R5) ８０２千円 → (R6) ８０２千円 

事業概要：「三重県公共事業評価審査委員会」を開催し、公共事業の再評価・事後評価を

行うことにより、公共事業を取り巻く状況の変化に対応し、適正な執行を行いま

す。 

 

②入札等監視委員会開催事業 

（第８款 土木費 第１項 土木管理費 ２ 建設業指導監督費） 

予算額：(R5) ３９６千円 → (R6) ３９６千円 

事業概要：「三重県入札等監視委員会」を開催し、公共工事の公正性・透明性を確保しつ

つ、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した入札契約制度の改善、適正な

運用を行います。 

 

③公共工事設計積算システム事業 

（第８款 土木費 第１項 土木管理費 １ 土木総務費） 

予算額：(R5) ５１，３５５千円 → (R6) １３４，４９４千円 

事業概要：積算基準や設計単価等に基づいて、公共事業の予定価格を算出するために使

用する設計積算システムの更新を行います。 

 

④公共事業支援統合情報システム事業 

（第８款 土木費 第１項 土木管理費 １ 土木総務費） 

予算額：(R5) ２，４６５千円 → (R6) １１１，４６３千円 

事業概要：公共事業で電子納品された成果品を、電子データとして集積し一括管理するた

めに使用する統合データベースの更新を行います。 

 

≪（２）公共事業を推進するための体制づくり≫ 

①（新）三重県建設産業活性化プラン推進事業 

（第８款 土木費 第１項 土木管理費 １ 土木総務費） 

予算額：(R5) － 千円 → (R6) ９，１９４千円 

事業概要：建設産業の活性化に向けて、建設業における担い手の確保や生産性の向上、

労働環境の改善の取組を実施するとともに、その取組の効果を検証することに

より、計画的かつ着実に取組を進めます。 
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